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１　

条
例
制
定
に
至
っ
た
背
景
と
経
緯

宮
崎
県
（
以
下
「
本
県
」
と
い
い
ま
す
。）
は
、

温
暖
な
気
候
と
緑
豊
か
な
自
然
環
境
に
恵
ま
れ
て
お

り
、
県
土
の
７
割
を
占
め
る
森
林
は
、
木
材
を
始
め

と
す
る
林
産
物
を
生
み
出
す
と
と
も
に
、
多
様
な
生

態
系
を
支
え
、
清
ら
か
な
水
と
空
気
を
育
み
、
災
害

か
ら
県
民
の
生
命
と
暮
ら
し
を
守
り
、
さ
ら
に
は
地

球
温
暖
化
対
策
の
上
で
重
要
な
役
割
を
果
た
す
な

ど
、
私
た
ち
の
生
活
に
は
欠
か
せ
な
い
社
会
全
体
の

財
産
と
言
え
ま
す
。

本
県
に
お
い
て
は
、林
政
の
基
本
方
針
で
あ
る
「
宮

崎
県
森
林
・
林
業
長
期
計
画
」
に
基
づ
き
、
持
続
可

能
な
森
林
・
林
業
・
木
材
産
業
の
確
立
に
向
け
た
各

種
施
策
を
実
施
し
て
お
り
、
農
林
水
産
省
が
令
和
６

年
７
月
19
日
に
発
表
し
た
「
令
和
５
年
木
材
統
計
」

に
よ
る
と
、
本
県
の
ス
ギ
の
素
材
（
丸
太
）
生
産
量

は
１
８
４
万
６
０
０
０
㎥
で
、
平
成
３
年
以
降
33
年

連
続
し
て
日
本
一
と
な
る
な
ど
、
国
内
有
数
の
木
材

供
給
基
地
と
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
一
方
で
、
近
年
、
伐
採
後
の
再
造
林
率
は

70
％
台
に
と
ど
ま
り
、
再
造
林
さ
れ
な
か
っ
た
林
地

が
増
加
し
て
い
ま
す
。

そ
の
よ
う
な
中
、
本
県
で
は
、
子
育
て
環
境
や
農

林
業
、
ス
ポ
ー
ツ
観
光
と
い
っ
た
全
国
に
誇
れ
る
強

み
を
生
か
し
更
な
る
成
長
に
つ
な
げ
る
た
め
、「
３

つ
の
日
本
一
挑
戦
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
を
立
ち
上
げ
、

30
億
円
の
基
金
を
設
置
し
て
令
和
６
年
度
か
ら
プ
ロ

先進・ユニーク条例【解説】

　宮崎県は、「宮崎県再造林推進条例」を制
定した（令和６年７月２日公布・施行）。
　再造林の重要性について、林業関係者はも
とより、県民全体で共有し気運醸成を図ると
ともに、再造林を推進していくための基本的
施策を明らかにすることで、森林の多面的機
能を発揮させ、県民の安全・安心で豊かな暮
らしを実現することを目的としている。再造
林に的を絞った条例は都道府県では全国初。

ジ
ェ
ク
ト
の
本
格
展
開
を
図
っ
て
い
ま
す
。
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
一
つ
で
あ
る
「
グ
リ
ー
ン
成
長
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」
で
は
、
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
社
会
と
地
域
資

源
を
活
用
し
た
産
業
成
長
の
実
現
を
目
指
し
、
再
造

林
率
日
本
一
を
目
標
に
掲
げ
、
抜
本
的
な
再
造
林
対

策
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

再
造
林
の
推
進
は
、
森
林
資
源
の
循
環
利
用
は
も

と
よ
り
、
二
酸
化
炭
素
吸
収
源
の
確
保
や
県
土
の
保

全
な
ど
、
森
林
の
公
益
的
機
能
の
維
持
に
も
つ
な
が

る
重
要
な
課
題
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
県
民
一
丸
と

な
っ
て
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
不
可
欠
で
す
。

そ
こ
で
、
再
造
林
の
重
要
性
に
つ
い
て
、
林
業
関

係
者
は
も
と
よ
り
、
県
民
全
体
で
共
有
し
気
運
醸
成

を
図
る
と
と
も
に
、
再
造
林
を
推
進
し
て
い
く
た
め

宮崎県

宮
崎
県
再
造
林
推
進
条
例

宮
崎
県
再
造
林
推
進
室
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を
示
し
、
再
造
林
の
推
進
に
関
わ
る
全
て
の
主
体
が

共
有
す
る
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
し
て
、
こ
の
基
本
理
念
に
対
応
す
る
形
で
県
の

基
本
施
策
を
規
定
し
、
再
造
林
の
推
進
に
関
す
る
施

策
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、

市
町
村
や
森
林
組
合
へ
の
支

援
、
ま
た
、
各
主
体
が
相
互

に
連
携
を
図
る
こ
と
が
で
き

る
よ
う
、
必
要
な
措
置
を
講

ず
る
も
の
と
し
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
市
町
村
や
森
林

所
有
者
、森
林
組
合
、事
業
者
、

県
民
そ
れ
ぞ
れ
の
主
体
に
つ

い
て
は
役
割
を
定
め
て
お
り
、

そ
の
内
容
を
以
下
に
記
し
ま

す
。

（
１
）
市
町
村

地
域
に
最
も
密
着
し
た
行

政
機
関
と
し
て
、
伐
採
届
出

の
情
報
共
有
や
地
域
の
実
情

に
応
じ
た
施
策
の
実
施
に
努

め
る
。

（
２
）
森
林
所
有
者

自
ら
所
有
す
る
森
林
に
つ

い
て
、
再
造
林
に
努
め
る
も

の
と
す
る
。
な
お
、
自
ら
の

施
業
が
困
難
で
あ
る
場
合
は
、

の
基
本
的
施
策
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
よ
り
、
森

林
の
多
面
的
機
能
を
発
揮
さ
せ
、
県
民
の
安
全
・
安

心
で
豊
か
な
暮
ら
し
を
実
現
す
る
こ
と
を
目
的
に
、

「
宮
崎
県
再
造
林
推
進
条
例
」（
以
下
「
本
条
例
」
と

い
い
ま
す
。）
の
制
定
を
目
指
す
こ
と
と
し
ま
し
た
。

２　

条
例
の
内
容
・
解
説

本
条
例
制
定
に
向
け
て
は
、
県
議
会
へ
の
報
告
や

県
内
市
町
村
及
び
林
業
関
係
団
体
か
ら
の
意
見
聴
取

を
行
う
と
と
も
に
、
宮
崎
県
森
林
審
議
会
に
諮
問
し

専
門
的
意
見
を
聴
く
な
ど
、
各
方
面
か
ら
の
意
見
を

集
約
し
な
が
ら
進
め
ま
し
た
。
令
和
６
年
１
月
、
県

議
会
環
境
農
林
水
産
常
任
委
員
会
に
条
例
骨
子
案
を

報
告
す
る
と
と
も
に
、
同
月
か
ら
２
月
に
か
け
て
パ

ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
実
施
し
、
県
民
の
皆
様
か
ら

幅
広
い
御
意
見
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
そ
の
後
、
更

な
る
検
討
を
重
ね
、
同
年
６
月
に
本
条
例
議
案
を
県

議
会
へ
提
出
し
、
同
月
25
日
の
県
議
会
本
会
議
に
お

い
て
全
会
一
致
で
可
決
・
成
立
と
な
り
、
再
造
林
に

的
を
絞
っ
た
条
例
と
し
て
は
都
道
府
県
で
全
国
初
と

な
る
本
条
例
を
、
同
年
７
月
２
日
に
公
布
・
施
行
し

ま
し
た
。

基
本
理
念
と
し
て
、「
再
造
林
の
理
解
促
進
」、「
効

率
化
の
推
進
、
県
産
材
需
要
の
拡
大
」、「
担
い
手
の

処
遇
と
労
働
環
境
の
向
上
」、「
関
係
者
の
適
切
な
役

割
分
担
と
相
互
の
連
携
」の
４
項
目
を
定
め
て
お
り
、

再
造
林
の
推
進
に
当
た
っ
て
の
基
本
と
な
る
考
え
方

「宮崎県再造林推進条例」について

森林の多面的機能を発揮させ、
県民の安全・安心で豊かな暮らしを実現

再造林の推進

基
本
理
念

基
本
施
策

責
務
・
役
割

再造林の理解
促進

・効率化の推進、県産材需要の拡大
・担い手の処遇と労働環境の向上

関係者の適切な役割
分担と相互の連携

再造林の推進
に向けた
気運の醸成

効率化の推進

地域体制の整備

令和６年７月２日
公布、施行

県産材需要の拡大

担い手・事業者の確保

県：施策の総合的かつ計画的な実施 など

森林組合：伐採等の相談対応や連絡調整 など

市町村：情報共有や実情に応じた施策実施 など

事業者：森林組合等との連携、県産材活用 など

森林所有者：所有森林の再造林の推進 など

県民：県産材の積極的な利用 など

目

的

図表１　宮崎県再造林推進条例の概要

森
林
を
放
置
す
る
こ
と
な
く
、
森
林
組
合
等
へ
の
施

業
委
託
や
森
林
経
営
管
理
制
度
の
活
用
な
ど
の
措
置

を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
。

（
３
）
森
林
組
合

地
域
に
お
け
る
林
業
の
中
核
的
な
担
い
手
と
し

先進・ユニーク条例
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て
、
再
造
林
の
実
施
に
努
め
る
と
と
も
に
、
森
林
所

有
者
か
ら
の
相
談
対
応
や
伐
採
・
造
林
事
業
者
と
の

連
携
、
市
町
村
と
の
連
絡
調
整
等
に
努
め
る
。

（
４
）
事
業
者

林
業
事
業
者
や
木
材
産
業
事
業
者
な
ど
、
再
造
林

の
実
施
や
連
携
、
情
報
共
有
、
県
産
材
の
積
極
的
な

活
用
な
ど
に
努
め
る
。

（
５
）
県
民

森
林
の
多
面
的
機
能
が
も
た
ら
す
様
々
な
恩
恵

が
、
先
人
た
ち
の
努
力
に
よ
り
築
か
れ
た
も
の
で
あ

り
、
後
世
に
引
き
継
い
で
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

貴
重
な
財
産
で
あ
る
こ
と
を
理
解
す
る
と
と
も
に
、

県
産
材
の
積
極
的
な
利
用
等
を
通
じ
て
再
造
林
の
推

進
に
努
め
る
。

３　

条
例
に
関
連
し
た
取
組

本
県
の
再
造
林
率
は
70
％
台
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま

す
が
、
全
国
的
に
見
る
と
高
い
数
値
と
な
っ
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
本
県
の
民
有
林
の
皆
伐
面
積
は
約

２
８
０
０
㏊
で
あ
り
、
年
間
約
７
０
０
～
８
０
０
㏊

の
森
林
が
再
造
林
さ
れ
て
い
な
い
現
状
に
加
え
、
伐

採
さ
れ
て
い
る
民
有
林
は
、
道
か
ら
近
く
比
較
的
傾

斜
が
緩
い
、
い
わ
ゆ
る
「
林
業
適
地
」
で
集
中
的
に

行
わ
れ
て
お
り
、
林
業
・
木
材
産
業
の
持
続
性
や
多

面
的
機
能
の
低
下
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。
今
、
こ

こ
で
手
を
打
た
な
け
れ
ば
、
先
人
た
ち
が
築
き
上
げ

て
き
た
宮
崎
の
豊
か
な
森
林
を
、
将
来
世
代
へ
引
き

継
ぐ
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。

そ
の
た
め
、
本
県
で
は
、
本
条
例
の
四
つ
の
理
念
、

五
つ
の
基
本
施
策
を
拠
り
所
と
し
、
産
学
官
と
県
民

が
一
丸
と
な
っ
て
再
造
林
に
取
り
組
む
「
宮
崎
モ
デ

ル
」
を
構
築
す
る
こ
と
と
し

て
い
ま
す
。
概
念
図
を
以
下

に
示
す
と
と
も
に
、「
再
造
林

に
関
す
る
具
体
的
な
対
策
の

実
施
」
に
つ
い
て
、
中
核
的

な
取
組
を
紹
介
し
ま
す
。

ま
ず
、
再
造
林
意
識
の
醸

成
に
係
る
最
初
の
取
組
と
し

て
、
本
条
例
の
公
布
・
施
行

日
で
あ
る
令
和
６
年
７
月
２

日
に
、
本
県
の
林
業
関
係
者

な
ど
約
５
０
０
名
の
参
加
の

も
と
、
宮
崎
県
再
造
林
推
進

決
起
大
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

知
事
と
宮
崎
県
森
林
・
林
業

活
性
化
議
員
連
盟
連
絡
会
議

の
丸
山
会
長
の
主
催
者
挨
拶

に
続
き
、
林
野
庁
の
青
山
長

官
の
来
賓
挨
拶
、
感
謝
状
贈

呈
、
再
造
林
推
進
宣
言
、（
独
）

農
林
漁
業
信
用
基
金
の
牧
元

理
事
長
（
元
宮
崎
県
副
知
事
）

の
基
調
講
演
な
ど
、
盛
り
だ

く
さ
ん
の
内
容
で
、
参
加
者
一
同
で
再
造
林
に
取
り
組

ん
で
い
く
気
運
を
高
め
ま
し
た
。
大
会
の
様
子
は
以

下
の
ア
ド
レ
ス
等
か
ら
令
和
６
年
度
末
ま
でY

outube

で
視
聴
で
き
ま
す
の
で
、
是
非
御
覧
く
だ
さ
い
。

〇〇地域再造林推進ネットワーク
（事務局 森林組合）

【グリーン成長プロジェクト】
再造林率日本一に向けて産学官と県民が一丸となって再造林に取り組む「宮崎モデル」

森林所有者

Ⅱ 再造林に関する具体的な対策の実施

Ⅲ 林地集積化に向けた組織・仕組みづくり

２ 地域再造林推進ネットワークの設立（８森林組合ごと）
⇒伐採から再造林の流れをスムーズに

・森林所有者からの相談対応
・伐採者や造林者及び伐採箇所等の情報共有
・再造林の働き掛け・調整（マッチング）

Ⅳ その他の重要な取組

・ＣＭや新聞広告等により、
再造林の重要性
適正な立木価格
相談窓口

等を周知

・再造林推進決起大会
再造林コンクールの開催

・ 経営意欲のある林業事業体への林地の集約化を支援
・ 森林経営管理制度の推進や地域林政アドバイザーの育成
・ 「林地を手放したい者」と「林地を集積したい者」をつなぐ

新たな組織・仕組みづくりの検討

・ 新たに造林事業を開始・拡大する事業体への支援
・ 労働安全対策の強化
・ 省力・低コスト化に必要な「コンテナ苗」増産やデジタル化の推進
・ 非住宅分野での木材利用の推進や県外への販路拡大、海外の販路開拓

市町村 県出先

構成員

樹苗組合等

森林管理署

伐採の相談

再造林の提案

支援（調整）
情報提供

宮崎大学

Ⅰ 宮崎県再造林推進条例の制定

再造林の重要性を県民と広く共有し、県民一丸となって再造林を推進していくための関係者の役割や基本的施策を明記

１ 適切な情報を
森林所有者・事業者・県民へ周知
⇒再造林に対する意識を醸成

３ 省力・低コスト再造林に対する嵩上げ補助
県・市町村で補助率を９０％へ！

「再造林推進ネットワーク」を中心に再造林対策を強力に推進

省力・低コスト化の定着
⇒森林所有者・事業者の負担軽減
造林作業者の賃金上昇・担い手確保

主な補助要件
〇ネットワーク構成員であること
○再造林強化区域での施業であること
〇省力・低コスト化を図ること
〇「再造林労務改善計画」を作成すること

等

造林者伐採者

省力・低コスト再造林

✓ ６回→３回✓伐採と造林の連携
✓植栽本数 本 → 本以下
✓コンテナ苗

森林組合

県民

森林の多面的機能への理解
県産材の積極的な利用

事業者 ネットワーク参加

（下刈り回数削減）（機械地拵え） （低密度植栽）

図表２　「宮崎モデル」の概要
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択
・
提
案
す
る
な
ど
、
森
林
所
有
者
を
始
め
、
林
業

関
係
者
の
共
通
認
識
と
な
る
よ
う
、
本
条
例
の
周
知

と
併
せ
て
普
及
し
て
い
き
ま
す
。

終
わ
り
に
、
本
条
例
は
、
本
県
の
林
業
・
木
材
産

業
業
界
は
も
と
よ
り
、
県
民
生
活
に
も
直
結
す
る
大

変
重
要
な
条
例
と
な
り
ま
す
。
条
例
制
定
が
ゴ
ー
ル

で
は
な
く
、む
し
ろ
こ
れ
か
ら
が
ス
タ
ー
ト
で
あ
り
、

再
造
林
の
重
要
性
や
「
宮
崎
モ
デ
ル
」
の
取
組
を
テ

レ
ビ
Ｃ
Ｍ
や
新
聞
広
告
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
広
告
な
ど
様
々
な

媒
体
を
用
い
て
、県
民
と
広
く
共
有
し
、誰
も
が
“
他

人
事
”
で
は
な
く
“
自
分
事
”
と
し
て
捉
え
て
も
ら

え
る
よ
う
普
及
・
啓
発
を
行
い
、
オ
ー
ル
宮
崎
体
制
で

再
造
林
を
推
進
す
る
土
台
を
築
き
上
げ
て
い
き
ま
す
。

https://youtu.be/-zyA
cnChQ

r0

ま
た
、
こ
れ
ま
で
、
県
や
森
林
組
合
、
素
材
生
産

事
業
者
等
の
連
携
が
十
分
で
な
く
、
森
林
組
合
や
造

林
事
業
者
が
目
の
前
の
造
林
放
棄
地
に
植
栽
し
た
く

て
も
で
き
な
い
、
伐
採
地
の
情
報
が
共
有
さ
れ
な
い

と
い
っ
た
問
題
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
県
内
八
つ
の

森
林
組
合
単
位
で
「
地
域
再
造
林
推
進
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
」（
以
下
「
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
と
い
い
ま
す
。）
を

設
立
し
ま
し
た
。

こ
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
は
、
伐
採
者
、
森
林
組
合
、

造
林
者
、
市
町
村
、
県
の
出
先
機
関
等
の
関
係
者
で

構
成
さ
れ
、
森
林
所
有
者
か
ら
の
相
談
対
応
や
伐
採

情
報
等
の
共
有
、
再
造
林
の
働
き
掛
け
・
マ
ッ
チ
ン

グ
に
よ
り
、
伐
採
か
ら
再
造
林
の
流
れ
を
ス
ム
ー
ズ

に
す
る
こ
と
で
、
再
造
林
率
の
向
上
に
つ
な
げ
て
い

く
も
の
で
す
。

さ
ら
に
、
県
と
市
町
村
が
協
調
し
て
、
森
林
整
備

に
関
す
る
補
助
率
を
68
％
か
ら
90
％
へ
引
き
上
げ
る

こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
主
な
補
助
要
件
を
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
構
成
員
に
よ
る
施
業
で
あ
る
こ
と
、
道
か

ら
の
距
離
が
１
０
０
ｍ
以
内
な
ど
再
造
林
強
化
区
域

で
あ
る
こ
と
、
省
力
・
低
コ
ス
ト
施
業
で
あ
る
こ
と
、

造
林
作
業
員
の
賃
上
げ
に
つ
な
が
る
再
造
林
労
務
改

善
計
画
を
作
成
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
省
力
・
低

コ
ス
ト
化
の
定
着
や
森
林
所
有
者
・
事
業
者
の
負
担

軽
減
は
も
と
よ
り
、
造
林
作
業
者
の
待
遇
改
善
を
図

り
、
担
い
手
確
保
に
つ
な
げ
て
い
く
も
の
で
す
。

４　

課
題
と
今
後
の
展
望

再
造
林
の
推
進
に
当
た
っ
て
は
、
森
林
所
有
者
の

経
営
意
欲
の
低
下
や
林
地
の
集
約
化
、
担
い
手
不
足

な
ど
、
様
々
な
課
題
が
あ
る
た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
課

題
に
し
っ
か
り
と
目
を
向
け
、「
宮
崎
モ
デ
ル
」
の

構
築
に
向
け
て
具
体
的
な
施
策
を
着
実
に
進
め
て
い

き
ま
す
。

な
お
、「
グ
リ
ー
ン
成
長
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
お

い
て
再
造
林
率
日
本
一
を
掲
げ
て
い
ま
す
が
、
再
造

林
率
は
県
内
で
も
地
域
差
が
あ
り
、
森
林
所
有
者
の

意
識
も
ま
ち
ま
ち
で
一
括
り
に
で
き
な
い
も
の
と
考

え
て
い
ま
す
。そ
の
た
め
、各
地
域
に
設
置
し
た
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
に
応

じ
た
再
造
林
の
普
及
、
森
林
所
有
者
の
相
談
対
応
等

を
実
施
し
て
い
き
ま
す
。

ま
た
、
本
条
例
の
前
文
で
も
触
れ
て
い
ま
す
が
、

林
業
採
算
性
が
高
い
と
見
込
ま
れ
る
森
林
に
つ
い
て

は
再
造
林
を
推
進
し
、
そ
れ
以
外
の
森
林
に
つ
い
て

は
針
葉
樹
と
広
葉
樹
が
混
じ
り
合
っ
た
針
広
混
交
林

や
広
葉
樹
林
へ
の
誘
導
を
進
め
る
な
ど
、
森
林
資
源

の
適
正
な
管
理
・
利
用
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

そ
の
た
め
、
現
地
状
況
に
応
じ
た
森
林
施
業
を
選

先進・ユニーク条例


